
CO2排出量の傾向把握  【自治体排出量カルテ】（１／５） 今治市

〇地方公共団体の部門・分野別排出量（標準的手法）

１）排出量の部門・分野別構成比 平成17年度（2005年度） ４）部門・分野別の温室効果ガス（CO2）排出量の経年変化
平成17年度 （千t-CO2）

排出量

(千t-CO2)
合　　計　 3,299 100%

産業部門 2,273 69%
製造業 2,235 68%
建設業・鉱業 16 0%
農林水産業 22 1%

業務その他部門 200 6%
家庭部門 224 7%
運輸部門 592 18%

自動車 368 11%
旅客 178 5%

貨物 191 6%

鉄道 10 0%
船舶 213 6%

廃棄物分野（一般廃棄物） 10 0%

２）排出量の部門・分野別構成比 平成25年度（2013年度）
平成25年度

排出量

(千t-CO2)
合　　計　 4,435 100%

産業部門 3,366 76%

製造業 3,321 75% 平成17年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

建設業・鉱業 15 0% 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量

農林水産業 30 1% （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2)

業務その他部門 327 7% 合　　計　 3,299 3,507 3,477 3,390 3,010 4,488 4,598 4,435 3,684 3,572 3,096 3,204 3,003 2,976
家庭部門 352 8% 産業部門 2,273 2,551 2,535 2,504 2,198 3,522 3,554 3,366 2,690 2,644 2,285 2,386 2,219 2,283
運輸部門 367 8% 製造業 製造業 2,235 2,506 2,499 2,452 2,149 3,475 3,508 3,321 2,643 2,605 2,246 2,350 2,185 2,252

自動車 322 7% 建設業・鉱業 建設業・鉱業 16 17 12 13 12 18 18 15 14 13 12 12 12 10
旅客 165 4% 農林水産業 農林水産業 22 28 24 39 36 29 29 30 32 26 26 24 22 21

貨物 157 4% 業務その他部門 業務その他部門 200 202 214 232 207 287 322 327 304 285 217 211 211 169

鉄道 13 0% 家庭部門 家庭部門 224 227 240 223 202 290 336 352 323 283 239 255 219 178
船舶 32 1% 運輸部門 592 517 481 424 395 377 376 367 356 353 345 339 331 323

廃棄物分野（一般廃棄物） 23 1% 自動車 368 360 350 344 344 333 331 322 313 310 304 299 293 286
旅客 旅客 178 174 169 173 173 171 171 165 158 157 156 154 151 147
貨物 貨物 191 186 181 171 171 162 160 157 155 153 148 145 142 138
鉄道 鉄道 10 11 11 10 10 12 13 13 12 12 12 11 10 10

３）排出量の部門・分野別構成比 令和元年度（2019年度） 船舶 船舶 213 147 120 70 41 33 32 32 31 31 30 29 28 28
令和元年度 廃棄物分野（一般廃棄物） 廃棄物分野（一般廃棄物） 10 10 6 8 8 12 10 23 12 7 10 13 23 23

排出量

(千t-CO2)
合　　計　 2,976 100%

産業部門 2,283 77% ５）部門・分野別構成比の比較（都道府県平均及び全国平均） (2019年度)

製 製造業 2,252 76%
建

設
建設業・鉱業 10 0%

農 農林水産業 21 1%
業 業務その他部門 169 6%
家 家庭部門 178 6%

運輸部門 323 11%
自動車 286 10%

旅 旅客 147 5%
貨 貨物 138 5%
鉄 鉄道 10 0%
船 船舶 28 1%
廃 廃棄物分野（一般廃棄物） 23 1%

部門 構成比

部門 構成比

部門・分野

部門 構成比

　区域全体の排出量は、環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定･実施マニュアル（算定手法編）（令和４年3月）」の標準的手法に基づき統計資料の按分により地方公共団体別部門・分

野別の排出量を推計した値です。なお、一般廃棄物のCO2排出量は、環境省「一般廃棄物実態調査結果」の焼却処理量から推計しています。

各地方公共団体の過年度のデータは、地方公共団体実行計画策定・実施支援サイト「部門別CO2排出量の現況推計(部門別データ)」

（https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/tools/suikei2.html）をご参照ください。

　本カルテに掲載している推計年度は、実行計画（区域施策編）で地域の温室効果ガス排出量の目標を策定する際に基準年度や現状年度として

選択できます。2019年度は最新の現況推計年度です。各部門別排出構成比を分析することで施策の検討に役立てることができます。

４）部門別指標の推移で示す各指標は、部門別排出量の推計に用いた按分指標です。それぞれの指標の経年変化を分析することで、排出量の要因となる活動量がどのように増減しているかを把握することができます。

各指標の引用元は以下のとおりです。製造品出荷額等（製造業）：工業統計調査，　従業者数（建設業・鉱業、農林水産業、業務その他部門）：経済センサス（基礎調査），　世帯数（家庭部門）：住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査，　自動車保有台数（運輸部

門）：自動車検査登録情報協会「市区町村別自動車保有車両数」及び全国軽自動車協会連合会「市区町村別軽自動車車両数」，　人口（鉄道）：住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査，　入港船舶総トン数（船舶）：港湾調査年報

なお、従業者数は５年おきに更新される経済センサス（基礎調査）を使用し、「2007年度、2008年度」、「2009年度～2013年度」、「2014年度～2019年度」をそれぞれ同じ統計から集計しています（廃置分合等により数値が同値でない場合もあります）。廃棄物分野は按分で

はなく一般廃棄物処理実態調査結果の焼却施設ごとの処理量から推計しているため、推計したCO2排出量の推移を掲載しています。

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

産業部門

業務その他部門

家庭部門

運輸部門

廃棄物分野（一般廃棄物）

産業部門

69%

業務その他部門

6%

家庭部門

7%

運輸部門

18%

製造業

建設業・鉱業

農林水産業

業務その他部門

家庭部門

自動車

鉄道

船舶

一般廃棄物

産業部門

76%

業務その他部門

7%

家庭部門

8%

運輸部門

8%
製造業

建設業・鉱業

農林水産業

業務その他部門

家庭部門

自動車

鉄道

船舶

一般廃棄物

産業部門

77%

業務その他部門

5%

家庭部門

6%

運輸部門

11%

製造業

建設業・鉱業

農林水産業

業務その他部門

家庭部門

自動車

鉄道

船舶

一般廃棄物

44%

61%

77%

18%

10%

6%

16%

10%

6%

20%

19%

11%

2%

1%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

愛媛県

今治市

産業部門 業務その他部門 家庭部門 運輸部門 廃棄物分野（一般廃棄物）



活動量の現状把握  【自治体排出量カルテ】（２／５） 今治市

〇地方公共団体の活動量

１）部門・分野別指標の推移（廃棄物のみ排出量の推移）

産業部門（製造業）- 製造品出荷額等 産業部門（建設業・鉱業）- 従業者数 産業部門（農林水産業）- 従業者数
(億円) (人) (人)

業務その他部門 - 従業者数 家庭部門 - 世帯数 運輸部門（自動車）- 自動車保有台数
(人) (世帯) (台)

運輸部門（鉄道）- 人口 運輸部門（船舶）- 入港船舶総トン数 廃棄物分野（一般廃棄物） - CO2排出量
(人) (万トン) (千t-CO2)

部門別指標の推移で示す各指標は、部門別排出量の推計に用いた按分指標です。それぞれの指標の経年変化を分析することで、排出量の要因となる活動量がどのように増減しているかを把握することができます。

各指標の引用元は以下のとおりです。製造品出荷額等（製造業）：工業統計調査，　従業者数（建設業・鉱業、農林水産業、業務その他部門）：経済センサス（基礎調査），　世帯数（家庭部門）：住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査，　自動車保有台数（運輸部門）：自動車検査登録情報協会「市区町村別自動車保有車両数」及び全国軽自動車協会連合会「市区町

村別軽自動車車両数」，　人口（鉄道）：住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査，　入港船舶総トン数（船舶）：港湾調査年報

なお、従業者数は５年おきに更新される経済センサス（基礎調査）を使用し、「2007年度、2008年度」、「2009年度～2013年度」、「2014年度～2019年度」をそれぞれ同じ統計から集計しています（廃置分合等により数値が同値でない場合もあります）。廃棄物分野は按分ではなく一般廃棄物処理実態調査結果の焼却施設ごとの処理量から推計しているため、推計したCO2排出量

の推移を掲載しています。
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地方公共団体の温室効果ガス（CO2）排出量の現状把握 【自治体排出量カルテ】（３／５） 今治市

１　地方公共団体の区域全体の排出量(標準的手法) に占める特定事業所のカバー率 ３　特定事業所数及び１事業所当たりの排出量

１）部門・分野別の温室効果ガス（CO2）排出量の経年変化    　  

平成21年

度

平成22年

度

平成23年

度

平成24年

度

平成25年

度

平成26年

度

平成27年

度

平成28年

度

平成29年

度

平成30年

度

平成21年

度

平成22年

度

平成23年

度

平成24年

度

平成25年

度

平成26年

度

平成27年

度

平成28年

度

平成29年

度

平成30年

度

合　　計　 57 53 62 62 62 53 63 61 63 52 18 20 20 20 21 21 21 21 21 21

産業部門 15 13 14 15 16 15 14 14 13 13 12 15 15 14 15 15 15 15 15 15

製造業 製造業 15 13 14 15 16 15 14 14 13 13 12 15 15 14 15 15 15 15 15 15

建設業・鉱業 建設業・鉱業 - - - - - - - - - - 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

農林水産業 農林水産業 - - - - - - - - - - 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

業務その他部門 業務その他部門 3 4 3 4 5 5 5 5 4 4 5 4 4 5 5 5 5 5 5 5

エネルギー転換部門 エネルギー転換部門 836 855 1,026 1,006 1,051 853 1,075 1,044 1,096 871 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

分類不能 分類不能 - - - - - - - - - - 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年度

排出量

（千t-CO2)

排出量

（千t-CO2)

排出量

（千t-CO2)

排出量

（千t-CO2)

排出量

（千t-CO2)

排出量

（千t-CO2)

排出量

（千t-CO2)

排出量

（千t-CO2)

排出量

（千t-CO2)

排出量

（千t-CO2)

排出量

（千t-CO2)
構成比

特定事業所

の排出量

(千t-CO2)

特定事業所

のカバー率

合　　計　 合　　計　 3,390 3,010 4,488 4,598 4,435 3,684 3,572 3,096 3,204 3,003 2,976 100% 221 7% 3,003

産業部門 産業部門 2,504 2,198 3,522 3,554 3,366 2,690 2,644 2,285 2,386 2,219 2,283 74% 200 9% 2,219

製造業 製造業 2,452 2,149 3,475 3,508 3,321 2,643 2,605 2,246 2,350 2,185 2,252 73% 200 9% 2,185

建設業・鉱業 建設業・鉱業 13 12 18 18 15 14 13 12 12 12 10 0% 0 0% 12

農林水産業 農林水産業 39 36 29 29 30 32 26 26 24 22 21 1% 0 0% 22

業務その他部門 業務その他部門 232 207 287 322 327 304 285 217 211 211 169 7% 22 10% 211

家庭部門 家庭部門 223 202 290 336 352 323 283 239 255 219 178 7% 219

運輸部門 運輸部門 424 395 377 376 367 356 353 345 339 331 323 11% 331

自動車 自動車 344 344 333 331 322 313 310 304 299 293 286 10% 293

旅客 旅客 173 173 171 171 165 158 157 156 154 151 147 5% 151

貨物 貨物 171 171 162 160 157 155 153 148 145 142 138 5% 142

鉄道 鉄道 10 10 12 13 13 12 12 12 11 10 10 0% 10

船舶 船舶 70 41 33 32 32 31 31 30 29 28 28 1% 28
廃棄物分野（一般廃棄物） 廃棄物分野（一般廃棄物） 8 8 12 10 23 12 7 10 13 23 23 1% 23

N : 札幌市事業所数

２　特定事業所の排出量

3)特定事業所排出量の推移

千t-CO2

平成21年

度

平成22年

度

平成23年

度

平成24年

度

平成25年

度

平成26年

度

平成27年

度

平成28年

度

平成29年

度

平成30年

度
令和元年度

合　　計　 1,027 1,059 1,244 1,239 1,311 1,105 1,315 1,279 1,313 1,093 -

産業部門 176 188 205 211 236 227 216 210 196 200 -

製造業 製造業 176 188 205 211 236 227 216 210 196 200 - N : 札幌市事業所数

建設業・鉱業 建設業・鉱業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 -

農林水産業 農林水産業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 - N : 札幌市事業所数

業務その他部門 業務その他部門 15 15 13 21 24 25 24 25 21 22 -

エネルギー転換部門 エネルギー転換部門 836 855 1,026 1,006 1,051 853 1,075 1,044 1,096 871 -

分類不能 分類不能 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 -

特定事業所数（箇所)

部門・分野

平成30年度

部門
特定事業所の排出量（千t-CO2)

部門
1事業所当たりの排出量（千t-CO2）

0 10 20 30

F：電気・ガス・熱供給・水道業(N=0)

G：情報通信業(N=0)

H：運輸業，郵便業(N=1)

I：卸売業，小売業(N=1)

J：金融業，保険業(N=0)

K：不動産業，物品賃貸業(N=0)

L：学術研究,専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(N=0)

M：宿泊業，飲食サービス業(N=1)

N：生活関連ｻｰﾋﾞｽ業,娯楽業(N=0)

O：教育，学習支援業(N=0)

P：医療，福祉(N=2)

Q：複合サービス事業(N=0)

R：サービス業（他に分類されないもの）(N=0)

S：公務（他に分類されるものを除く）(N=0)

今治市 全国
千t -CO2

9)業務その他部門大分類別１事業所当たりの排出量
(全国平均値との比較)(平成30年度（2018年度）)
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ガス製造工場(N=0)

熱供給業(N=0)

N:今治市事業所数

今治市 全国

t -CO2

10)エネルギー転換部門細分類別１事業所当たりの排出量
(全国平均値との比較)(平成30年度（2018年度）)
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14：パルプ・紙・紙加工品製造業(N=0)

16：化学工業(N=2)

17：石油製品・石炭製品製造業(N=0)

21：窯業・土石製品製造業(N=1)

22：鉄鋼業(N=0)

今治市 全国

エネルギー多消費業種
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特定事業所数（左軸） １事業所当たりの排出量（右軸）
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箇所 千t -CO2

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

製造業

建設業・鉱業

農林水産業

業務その他部門

エネルギー転換部門

分類不能
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業務その他部門
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家庭部門

7%

運輸部門

11%

廃棄物分野

（一般廃棄物）
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２)地方公共団体の区域全体の排出量部門・分野別構成比

18%

2%

80%

製造業

建設業・鉱業

農林水産業

業務その他部門

エネルギー転換部門

分類不能

4)特定事業所の排出量部門別構成比（平成30年度（2018年度）
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産業部門

業務その他部門

家庭部門

運輸部門

廃棄物分野

（一般廃棄物）

千t-CO2

5)特定事業所数及び１事業所当たりの排出量推移（産業部門）

7)特定事業所数及び１事業所当たりの排出量推移（エネルギー転換部門）

区域全体の排出量は、環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定･実施マニュアル（算定手法編）（令和４年3月）」の標準的手法に基づき統計資料の按分により地方公共団体別部門・分野別の排出量を推計した値です。なお、
一般廃棄物のCO2排出量は、環境省「一般廃棄物実態調査結果」の焼却処理量から推計しています。

各地方公共団体の過年度のデータは、地方公共団体実行計画策定・実施支援サイト「部門別CO2排出量の現況推計(部門別データ)」（https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/tools/suikei2.html）をご参照ください。

特定事業所のカバー率は、推計の精度の関係で地方公共団体の区域全体の排出量に占める特定事業所排出量の比率が100％を超える場合、100％としています。

本カルテの「特定事業所」は、「地球温暖化対策の推進に関
する法律」に基づくエネルギー使用量が原油換算で1,500kl/年
以上である事業所です。本カルテの特定事業所の部門と日本標
準産業分類の細分類との対応は以下の通りです。

製造業：E製造業(エネルギー転換部門の細分類除く)
建設業・鉱業：C鉱業,採石業,砂利採取業,D建設業
農林水産業：A農業,林業,B漁業
業務その他部門： F電気・ガス・熱供給・水道業

～S公務(エネルギー転換部門の細分類除く)
エネルギー転換部門：標準産業分類の細分類（E製造業の

1711：石油精製業、1731：コークス製造業、F： F電気・ガス・
熱供給・水道業の3311：発電所、3312：変電所、3411：ガス製
造工場、3511：熱供給業）

6)特定事業所数及び１事業所当たりの排出量推移（業務その他部門)

0 20 40 60 80

9：食料品製造業(N=1)

10：飲料・たばこ・飼料製造業(N=0)

11：繊維工業(N=6)

12：木材・木製品製造業（家具を除く）(N=0)

13：家具・装備品製造業(N=0)

15：印刷・同関連業(N=0)

18：プラスチック製品製造業（別掲を除く）(N=0)

19：ゴム製品製造業(N=0)

20：なめし革・同製品・毛皮製造業(N=0)

23：非鉄金属製造業(N=1)

24：金属製品製造業(N=0)

25：はん用機械器具製造業(N=0)

26：生産用機械器具製造業(N=0)

27：業務用機械器具製造業(N=0)

28：電子部品・デバイス・電子回路製造業(N=0)

29：電気機械器具製造業(N=1)

30：情報通信機械器具製造業(N=0)

31：輸送用機械器具製造業(N=3)

32：その他の製造業(N=0)

N:今治市事業所数

今治市 全国

エネルギー多消費業種以外

t -CO2

8)産業部門（製造業）中分類別１事業所当たりの排出量
(全国平均値との比較)(平成30年度（2018年度）)



地方公共団体のFIT制度※による再生可能エネルギー（電気）の現状把握  【自治体排出量カルテ】（４／５） 今治市

１　地方公共団体の再生可能エネルギー導入状況

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

区域の再生可能エネルギーの設備容量の導入状況 区域の再生可能エネルギーによる発電電力量※2

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

太陽光発電（10kW未満） 15,022 kW 16,640 kW 18,422 kW 19,790 kW 21,259 kW 23,019 kW 24,312 kW 18,029 MWh 19,970 MWh 22,108 MWh 23,751 MWh 25,513 MWh 27,625 MWh 29,177 MWh

太陽光発電（10kW以上） 36,450 kW 58,974 kW 81,479 kW 88,155 kW 93,553 kW 100,577 kW 111,595 kW 48,215 MWh 78,009 MWh 107,777 MWh 116,608 MWh 123,748 MWh 133,039 MWh 147,614 MWh

風力発電 0 kW 0 kW 0 kW 0 kW 0 kW 0 kW 0 kW 0 MWh 0 MWh 0 MWh 0 MWh 0 MWh 0 MWh 0 MWh

水力発電 0 kW 0 kW 270 kW 270 kW 270 kW 270 kW 320 kW 0 MWh 0 MWh 1,419 MWh 1,419 MWh 1,419 MWh 1,419 MWh 1,681 MWh

地熱発電 0 kW 0 kW 0 kW 0 kW 0 kW 0 kW 0 kW 0 MWh 0 MWh 0 MWh 0 MWh 0 MWh 0 MWh 0 MWh

バイオマス発電※1 0 kW 0 kW 0 kW 0 kW 1,900 kW 2,054 kW 2,054 kW 0 MWh 0 MWh 0 MWh 0 MWh 13,315 MWh 14,393 MWh 14,393 MWh

再生可能エネルギー合計 51,473 kW 75,615 kW 100,171 kW 108,215 kW 116,981 kW 125,919 kW 138,281 kW 66,244 MWh 97,979 MWh 131,305 MWh 141,778 MWh 163,995 MWh 176,477 MWh 192,866 MWh

区域の電気使用量 1,989,387 MWh 1,915,080 MWh 1,758,002 MWh 1,793,854 MWh 1,749,291 MWh 1,811,579 MWh 1,811,579 MWh

対消費電力FIT導入比 3.3% 5.1% 7.5% 7.9% 9.4% 9.7% 10.6%

2　他の地方公共団体との再生可能エネルギーの導入容量の比較 ３　他の地方公共団体との再生可能エネルギー普及率等の比較

【再生可能エネルギー導入容量について】

　本資料の再生可能エネルギー導入容量は、FIT制度で認定された設備のうち買取を開始

した設備の導入容量を記載しております。そのため、それ以外の再生可能エネルギー設備

は、本資料の値に含まれません。それ以外の再生可能エネルギー設備は、具体的には以下

の設備があります。

　●発電した電気を自家消費で活用する設備（余剰電力を売電しない設備）

　●FIT制度開始以前に導入されFIT制度への移行認定をしていない設備

　●FIT制度に認定されていても買取を開始していない設備

　区域に、FIT制度に認定されていない再生可能エネルギー設備があり、その導入容量や

発電電力量を個別に把握している場合は、本資料の「表.再生可能エネルギーの導入状

況」にある再生可能エネルギーの導入容量及び発電電力量に合算して直接入力してくださ

い。

【区域の対消費電力FIT導入比】

　対消費電力FIT導入比は、区域のFIT制度による再生可能エネルギーの発電電力量を、区

域の電気使用量で除した値です。推計式は、下記５)グラフの下部に示します。

　区域の再生可能エネルギーによる発電電力量は、区域の再生可能エネルギーの導入容量

と調達価格等算定委員会「調達価格等に関する意見」の設備利用率から推計しました。設

備利用率は実際には地域差等があることから、推計値は実際の発電電力量とは一致しませ

ん。目安としてご活用ください。なお、推計に用いた前提条件は、別紙をご覧ください。

　区域の電気使用量は、「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定･実施マニュアル

（算定手法編）（令和４年3月）」の標準的手法を参考に、総合エネルギー統計及び都道

府県別エネルギー消費統計の部門別の電気使用量を各部門の活動量で按分して推計しまし

た。ただし、統計資料の公表年度の違いから最新年度の区域の電気使用量は、その１年度

前の値を用いています。

表.再生可能エネルギーの導入状況

太陽光発電
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0%
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1%
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対消費電力FIT導入比

３）区域の太陽光発電（10kW未満）設備の

５）他の地方公共団体との対消費電力FIT導入比の比較４）他の地方公共団体との再生可能エネルギー別導入容量の比較 ６）他の地方公共団体との太陽光発電(10kW未満)対世帯数FIT太陽光導入比の比較※3

２）区域の再生可能エネルギーの導入容量累積の経年変化

区域の再生可能

再生可能エネルギーの導入容量及び導入件数は、 経済産業省 固定価

格買取制度 情報公開用ウェブサイト「B表 市町村別認定・導入量」（以

下「FIT制度公表情報」という。）から集計しました。

※ FIT制度：電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（平成二十三年八月三十日法律第百八号）に基づく再生可能エネルギーの固定価格買取制度

※3 区域の太陽光発電設備の対世帯数FIT太陽光導入比は、 FIT制度公表情報の各地方公共団体の太陽光発電設備の導入件数を、総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」の各地方公共団体の世帯数で除して推計しました。

なお、一世帯数当たりの導入件数は、管内の戸建住宅数と集合住宅数の割合にも影響を受けます。

※1：バイオマス発電の導入容量は、FIT制度公表情報のバイオマス発電設備（バイオマス比率考慮あり）の値を用いています。

※2：太陽光発電の設備利用率として、一般社団法人 太陽光発電協会「公共・産業用太陽光発電システム手引書」の4.参考資料に掲載されている都道府県別の1kW当たり年間予想発電電力量を参考に推計すること

も可能です。1kW当たりの年間予想発電量÷（365（日）×24（時間））＝設備稼働率となります。

一般社団法人 太陽光発電協会「公共・産業用太陽光発電システム手引書」<http://www.jpea.gr.jp/point/index.html> 4.参考資料＜http://www.jpea.gr.jp/pdf/004.pdf＞
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地方公共団体の再生可能エネルギー導入ポテンシャルの把握  【自治体排出量カルテ】（５／５） 今治市

１　地方公共団体の再生可能エネルギー導入ポテンシャル

太陽光発電（住宅用等） 太陽光発電 426,000 kW － 544,530 MWh

陸上風力発電 風力発電 （陸上） 113,000 kW － 210,389 MWh

中小水力発電（河川） 中小水力発電 2,950 kW － 15,505 MWh

地熱発電（合計） 地熱発電 0 kW － 0 MWh

蒸気フラッシュ発電 蒸気フラッシュ発電 0 kW － 0 MWh

バイナリー発電 バイナリー発電 0 kW － 0 MWh

低温バイナリー発電 低温バイナリー発電 0 kW － 0 MWh

太陽熱 太陽熱 － 10 億MJ －

地中熱 地中熱 － 88 億MJ －

再生可能エネルギー合計 541,950 kW 98 億MJ 770,424 MWh

再エネ導入ポテンシャル

データ出所 REPOS（ポテンシャル情報） 42.53%

太陽光発電 太陽光発電（住宅用等） 再エネ 不足量[MWh]
※9

1,041,155 MWh

風力発電 風力発電（陸上）

水力発電 中小水力発電（河川）

地熱発電

蒸気フラッシュ発電

バイナリー発電

低温バイナリー発電

2　他の地方公共団体（同一都道府県内の市区町村）における再生可能エネルギー導入ポテンシャル

【再生可能エネルギー導入ポテンシャルについて】

　本資料の再生可能エネルギー導入ポテンシャルは、令和3年8月23日時点で再生可能

エネルギー情報提供システム「REPOS（リーポス）」に掲載されている再生可能エネ

ルギーのポテンシャル情報（設備容量、発電電力量）を示します

（最新の数値は、REPOSのHPを参照ください

＜https://www.renewable-energy-

potential.env.go.jp/RenewableEnergy/＞）。そのため、それ以外の再生可能エ

ネルギーは、本資料の値に含まれません。それ以外の再生可能エネルギーは、具体的

には以下の種類があります。

●バイオマス、洋上風力発電、大規模水力発電、空気熱、その他

（資源エネルギー庁「なっとく！再生可能エネルギー」ウェブサイトにて挙げられて

いる再生可能エネルギーのうち、本資料にて扱っていない再生可能エネルギー）

　REPOS上に掲載されている再生可能エネルギーの導入ポテンシャルとは、設置可能

面積、平均風速、河川流量等から理論的に算出することができるエネルギー資源量(賦

存量)のうち、エネルギーの採取・利用に関する種々の制約要因（土地の傾斜、法規

制、土地利用、居住地からの距離等）により利用できないのものを除いたエネルギー

資源量です。あくまで一定の仮定を置いた上での推計値であることから、実際に導入

可能な設備容量や発電電力量とは一致しません。目安としてご活用ください。

　REPOS上に掲載されている再生可能エネルギーのうち、太陽光発電（公共系等）、

中小水力発電（農業用水路）は都道府県単位で集計されており、その他の再生可能エ

ネルギーは市町村単位で集計されています。本資料では、市町村単位の集計値のみを

示します。なお、洋上風力発電の再生可能エネルギー導入ポテンシャルは本資料では

取り扱っていませんが、REPOS上に電力会社単位で集計されたものが掲載されていま

す。

　REPOS上に掲載されていない再生可能エネルギーの導入ポテンシャルを個別に把握

している場合は、本資料の「表.区域内の再生可能エネルギーの導入ポテンシャル」に

ある再生可能エネルギーの導入容量及び発電電力量に合算して直接入力することで、

地域内の再エネ導入ポテンシャルの精緻化が可能です。

【区域内の再エネ導入ポテンシャルと再エネ導入量（電力）】

　区域内の再エネ導入量（電力）は、「④再エネ導入量の把握」シート上で集計して

いる発電電力量の値を示します。

　区域内の再生可能エネルギー導入ポテンシャルに対して、再生可能エネルギーの導

入状況を把握するために整理していることから、「④再エネ導入量の把握」シートに

示す再生可能エネルギーと同じ種類の再生可能エネルギーのみを対象に集計していま

す。一方で、それぞれの種類によって集計対象の範囲が異なるため、「参考）再エネ

導入ポテンシャルと再エネ導入量の集計対象の整理」をご覧ください。

　バイオマス発電については、「④再エネ導入量の把握」シートにおいて再エネ導入

量が把握可能ですが、令和3年度末時点でREPOS上にデータがないことから、地方公

共団体内の実情を踏まえたバイオマス発電のポテンシャルを検討ください。

表.区域の再生可能エネルギーの導入ポテンシャル 設備容量[kW] 設備容量[億MJ] 発電電力量[MWh] 再エネ導入ポテンシャル[億MJ]※5

（住宅用等※１、2) 20 億MJ

8 億MJ

（河川※3、4）

固定価格買取制度　情報公表用ウェブサ

イト（B表 市町村別認定・導入量）
対消費電力再エネ導入ポテンシャル比[％]※8

1 億MJ

0 億MJ

0 億MJ

0 億MJ

0 億MJ

88 億MJ

10 億MJ

水力発電

地熱発電

126 億MJ

再エネ導入量 表.区域のエネルギー需要と再エネ導入ポテンシャル（電力）

太陽光発電（10kW未満）※7

風力発電（20kW未満）

風力発電（20kW以上、うち洋上風力を

除く）

太陽光発電

16%

風力発電

6%中小水力発電

0%

地熱発電

0%
太陽熱

8%

地中熱

70%

126 億MJ

太陽光発電 風力発電 中小水力発電

地熱発電 太陽熱 地中熱

再生可能エネルギー

ポテンシャル計

0 1 1 2

再エネ余剰量（MWh）

0112

再エネ不足量（MWh）

0 1 1 2

再エネ余剰量（MWh）

0112

再エネ不足量（MWh）

0 1 1 2

再エネ余剰量（MWh）

0112

再エネ不足量（MWh）

161,316

117,676

55,782

226,034

186,210

101,867

129,191

549,747

375,858

5,527

98,055

28,060

0 500,000 1,000,000 1,500,000

再エネ余剰量（MWh）

1,041,155

43,525

827,191

506,246

92,650

1,023,750

159,097

1,619,235

02,000,0004,000,000

愛南町

伊方町

今治市

伊予市

内子町

宇和島市

大洲市

上島町

鬼北町

久万高原町

西条市

四国中央市

西予市

東温市

砥部町

新居浜市

松前町

松野町

松山市

八幡浜市

再エネ不足量（MWh）

0 100,000 200,000 300,000 400,000 500,000 600,000

太陽光発電

陸上風力

水力発電

地熱発電

太陽光発電陸上風力水力発電地熱発電

再エネポテンシャル（MWh) 544,530 MWh210,389 MWh15,505 MWh0 MWh

再エネ導入量（MWh) 176,791 MWh0 MWh1,681 MWh0 MWh

再エネ導入量/再エネ導入ポテンシャル（％） 32.47%0.00%10.84%0.00%

MW

1,811,579 
MWh

770,424 MWh

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

1,800,000

2,000,000

MWh

※1：REPOSにおいて、太陽光（太陽熱）の導入ポテンシャルは、レベル1「屋根150m2以上に設置、設置しやすいところに設置するのみ」、レベル2「屋根20m2以上に設置、南壁面・窓20m2以上に

設置、多少の架台設置は可（駐車場への屋根 の設置も想定）」、レベル3「切妻屋根北側・東西壁面、窓10m2以上に設置、敷地内空地なども積極的に活用」の3段階のデータがあります。ここでは、最

大設置可能量となるレベル3「切妻屋根北側・東西壁面、窓10m2 以上に設置、敷地内空地なども積極的に活用」を採用します。

※2：REPOSにおいて、太陽光の導入ポテンシャルは「住宅用等」と「公共系等」の2種類のデータがありますが、ここでは、市町村単位で算出されている「住宅用等」を用いています。

※3：REPOSにおいて、中小水力の導入ポテンシャルは「河川」と「農業用水路」の2種類のデータがありますが、ここでは、市町村単位で算出されている「河川」を用いています。

※4：中小水力発電（河川）は、REPOSにおいて発電電力量の導入ポテンシャルを集計していないため、自治体排出量カルテの「④再エネ導入量の把握」における中小水力発電の発電電力量と同様に、

区域の再生可能エネルギーの導入容量と調達価格等算定委員会「調達価格等に関する意見」の設備利用率から推計しました。

※5：「導入ポテンシャル[MJ]」のうち、再エネ電力（太陽光、風力、中小水力、地熱）は発電電力量を熱量換算した値とし、再エネ熱（太陽熱、地中熱）は「REPOS（リーポス）」における設備容量

を集計します。

１）区域内の再生可能エネルギーの導入ポテンシャル

４）他の地方公共団体におけるエネルギー需要に対する再エネ導入ポテンシャル※10

３）区域内のエネルギー需要に対する再エネ導入ポテンシャル（電力）

※8：（再エネ導入ポテンシャル）/（電力使用量）により算出します。電力使用量は、「④再

エネ導入量の把握シート」における令和2年度の「区域の電気使用量」を用います。

※9：電気使用量＞再エネ導入ポテンシャルの場合は「再エネ不足量[MWh]」、電気使用量＜

再エネ導入ポテンシャルの場合は「再エネ余剰量[MWh]」を示します。

２）区域内の再エネ導入ポテンシャルと再エネ導入量（電力） 参考）再エネ導入ポテンシャルと再エネ導入量の集計対象の整理※6

※6：「２）区域内の再エネ導入ポテンシャルと再エネ導入量（電力）」に示す再エネの導入ポテンシャ

ルと再エネ導入量のデータ出所や集計対象とする範囲を整理します。再エネ導入ポテンシャルと再エネ導

入量は集計対象とする範囲や数値の算出方法が異なるため、あくまで目安として活用してください。

※7：再エネ導入ポテンシャルは住宅用等のみの太陽光発電を集計対象とすることから、再エネ導入量は

同程度の設備容量が想定される10kW未満の太陽光発電のみを対象に集計します。

※10：同一都道府県内（北海道の場合は、道北・道東・道央・道南のエリア）の各市区町村における電力使用量[MWh]と再エネ導入ポテンシャル[MWh]の差分を示す。プラスの場合は、地域内の電気使用量に対する再エネポテンシャルの不足量を示し（再エネ不足量という。）、マイナスの場合は、地域内の電気使用量に対する再エネポテンシャルの余剰量を示す（再エネ余剰量という。）。



 他の地方公共団体との比較  【自治体排出量カルテ】 今治市
１　部門・分野別排出量の比較（標準的手法）（平成30年度（2018年度）) ３　特定事業所排出量の比較（平成30年度（2018年度）)

１）部門・分野別の温室効果ガス（CO2）排出量の比較 ２）部門・分野別の温室効果ガス（CO2）構成比の比較 ３)産業部門 ４)業務その他部門

３　特定事業所排出量の比較（平成30年度（2018年度）)

　５)特定事業所排出量の比較 ６)特定事業所数の比較 ７)特定事業所排出量の部門別構成比の比較
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産業部門 業務その他部門 家庭部門 運輸部門 廃棄物分野（一般廃棄物）

千t-CO2

区域全体の排出量は、環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定･実施マニュアル（算定手法編）（令和４年3月）」の標準的手法に基づき統計資料の按分により地方公共団体別部門・分野別の排
出量を推計した値です。なお、一般廃棄物のCO2排出量は、環境省「一般廃棄物実態調査結果」の焼却処理量から推計しています。各地方公共団体の過年度のデータは、地方公共団体実行計画策定・実施支
援サイト「部門別CO2排出量の現況推計(部門別データ)」（https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/tools/suikei2.html）をご参照ください。

推計の精度の関係で、地方公共団体全体の排出量に占める特定事業所排出量の比率が100％を超える場合は100％としています。
地方公共団体の区域全体の排出量は、環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定･実施マニュアル（算定手法編）（令和４年3

月）」の標準的手法等に基づき地方公共団体別部門等別で推計した値です。



特定事業所集計表

　対象： 今治市 bb ba

38202 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成21年度

（2009年度）

平成22年度

（2010年度）

平成23年度

（2011年度）

平成24年度

（2012年度）

平成25年度

（2013年度）

平成26年度

（2014年度）

平成27年度

（2015年度）

平成28年度

（2016年度）

平成29年度

（2017年度）

平成30年度

（2018年度）

平成21年度

（2009年度）

平成22年度

（2010年度）

平成23年度

（2011年度）

平成24年度

（2012年度）

平成25年度

（2013年度）

平成26年度

（2014年度）

平成27年度

（2015年度）

平成28年度

（2016年度）

平成29年度

（2017年度）

平成30年度

（2018年度）

18 20 20 20 21 21 21 21 21 21 1,027 1,059 1,244 1,239 1,311 1,105 1,315 1,279 1,313 1,093

農林水産業

建設業・鉱業

製造業 12 15 15 14 15 15 15 15 15 15 176 188 205 211 236 227 216 210 196 200

業務その他部門 5 4 4 5 5 5 5 5 5 5 15 15 13 21 24 25 24 25 21 22

エネルギー転換部門 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 836 855 1,026 1,006 1,051 853 1,075 1,044 1,096 871

分類不能

A 農業,林業

1 農業

2 林業

B 漁業

3 漁業（水産養殖業を除く）

4 水産養殖業

C 鉱業,採石業,砂利採取業

5 鉱業，採石業，砂利採取業

D 建設業

6 総合工事業

7 職別工事業(設備工事業を除く)

8 設備工事業

E 製造業 13 16 16 15 16 16 16 16 16 16 1,012 1,044 1,231 1,218 1,286 1,080 1,291 1,254 1,292 1,071

9 食料品製造業 1 1 1 1 1 1 1 1 5 7 8 9 9 9 8 8

10 飲料・たばこ・飼料製造業

11 繊維工業 5 6 6 6 6 6 6 6 6 6 36 51 46 53 56 50 46 46 42 39

12 木材・木製品製造業（家具を除く）

13 家具・装備品製造業

14 パルプ・紙・紙加工品製造業

15 印刷・同関連業

16 化学工業 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 11 12 13 11 11 11 11 9 10 11

17 石油製品・石炭製品製造業 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 836 855 1,026 1,006 1,051 853 1,075 1,044 1,096 871

1711 石油精製業 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 836 855 1,026 1,006 1,051 853 1,075 1,044 1,096 871

1731 コークス製造業

18 プラスチック製品製造業（別掲を除く）

19 ゴム製品製造業

20 なめし革・同製品・毛皮製造業

21 窯業・土石製品製造業 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 24 23 22 26 29 27 27 28 28 30

22 鉄鋼業

23 非鉄金属製造業 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1 69 68 88 83 84 81 75 71 70 73

24 金属製品製造業

25 はん用機械器具製造業

26 生産用機械器具製造業

27 業務用機械器具製造業

28 電子部品・デバイス・電子回路製造業

29 電気機械器具製造業 1 1 1 1 1 1 1 1 1 15 9 8 13 12 11 10 9 10

30 情報通信機械器具製造業

31 輸送用機械器具製造業 2 3 3 3 3 3 3 3 3 3 20 26 23 31 36 37 37 37 28 30

32 その他の製造業

F 電気・ガス・熱供給・水道業

33 電気業

3311 発電所

3312 変電所

34 ガス業

3411 ガス製造業

35 熱供給業

3511 熱供給業

36 水道業

G 情報通信業

37 通信業

38 放送業

39 情報サービス業

40 インターネット附随サービス業

41 映像・音声・文字情報制作業

H 運輸業，郵便業 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 3 3 5 5 6 6 6 6 6

42 鉄道業

43 道路旅客運送業

44 道路貨物運送業

45 水運業

46 航空運輸業

47 倉庫業

48 運輸に附帯するサービス業 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 3 3 5 5 6 6 6 6 6

49 郵便業（信書便事業を含む）

I 卸売業，小売業 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 5 3 3 4 4 4 4 4 3 3

50 各種商品卸売業

51 繊維・衣服等卸売業

52 飲食料品卸売業

53 建築材料，鉱物・金属材料等卸売業

54 機械器具卸売業

55 その他の卸売業

56 各種商品小売業 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 5 3 3 4 4 4 4 4 3 3

57 織物・衣服・身の回り品小売業

58 飲食料品小売業

59 機械器具小売業

60 その他の小売業

61 無店舗小売業

J 金融業，保険業

62 銀行業

63 協同組織金融業

64 貸金業，クレジットカード業等非預金信用機関

65 金融商品取引業，商品先物取引業

66 補助的金融業等

67 保険業（保険媒介代理業，保険サービス業を含む）

K 不動産業，物品賃貸業

68 不動産取引業

69 不動産賃貸業・管理業

70 物品賃貸業

L 学術研究,専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

71 学術・開発研究機関

72 専門サービス業（他に分類されないもの）

73 広告業

74 技術サービス業（他に分類されないもの）

M 宿泊業，飲食サービス業 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 4 5 4 6 7 6 6 6 5 5

75 宿泊業 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 4 5 4 6 7 6 6 6 5 5

76 飲食店

77 持ち帰り・配達飲食サービス業

N 生活関連ｻｰﾋﾞｽ業,娯楽業

78 洗濯・理容・美容・浴場業

79 その他の生活関連サービス業

80 娯楽業

O 教育，学習支援業

81 学校教育

82 その他の教育，学習支援業

P 医療，福祉 1 1 1 2 2 2 2 2 2 2 3 3 3 7 9 8 8 8 7 7

83 医療業 1 1 1 2 2 2 2 2 2 2 3 3 3 7 9 8 8 8 7 7

84 保健衛生

85 社会保険・社会福祉・介護事業

Q 複合サービス事業

86 郵便局

87 協同組合（他に分類されないもの）

R サービス業（他に分類されないもの）

88 廃棄物処理業

89 自動車整備業

90 機械等修理業（別掲を除く）

91 職業紹介・労働者派遣業

92 その他の事業サービス業

93 政治・経済・文化団体

94 宗教

95 その他のサービス業

S 公務（他に分類されるものを除く）

96 外国公務

97 国家公務

98 地方公務

T 分類不能の産業

99 分類不能の産業

合　　計　

日本標準産業分類（平成25年10月改定）（平成26年4月1日施行）
特定事業所数（単位：箇所) 特定事業所排出量（単位：千t-CO2)

大

分

類

中分類 細分類

■標準産業分類の中分類と細分類の対応は以下の通りです。
・中分類（17、33、34、35）はエネルギー転換部門を含んでいます。（エネルギー転換部門の細分類コード分は内訳表示のみ。）
・大分類（E：9～32の合計）（F：33～36の合計）はエネルギー転換部門を含んでいます。（エネルギー転換部門の細分類コード分は内訳表示のみ。）
■部門と標準産業分類の細分類の対応は以下の通りです。
・製造業：E製造業(エネルギー転換部門除く)、
・建設業・鉱業：C鉱業,採石業,砂利採取業,D建設業、
・農林水産業：A農業,林業,B漁業、
・業務その他部門： F電気・ガス・熱供給・水道業～S公務(エネルギー転換部門除く)、
・エネルギー転換部門：E製造業の1711：石油精製業,1731：コークス製造業、F電気・ガス・熱供給・水道業の3311：発電所,3312：変電所,3411：ガス製造工場,3511：熱供給業


